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図表 3-25 平成 20年度末積立金の実績と平成 16年財政再計算における将来見通 じと
の乖離に対し、実質的な運用利回りや人口要素等が将来見通 しと異なったこ
と等が寄与した分
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第 3章◆平成 16年財政再計算結果との比較

図表 3か6 平成 20年度末積立金の実績と平成 16年財政再計算における
将来見通しとの乖離状況

【将来見通しを基準 (=100)に して表示】

①    :年 度末積立金が将来見通しと異なつたことの寄与分
②,④,⑥,③  :名 目運用利回りが将来見通しと異なつたことの寄与分

會    :実 質的な運用利回りが将来見通しと異なつたことの寄与分
3    :名 目賃金上昇率が将来見通しと異なったことの寄与分

③,⑤,②,⑨  :運用収入以外の収支残が将来見通じと異なったことの寄与分

私学共済☆,★  :損益外減損処理 (年度末一括処理)

注  「運用収入以外の収支残が将来見通じと異なつたことの寄与分」について、さらに分離す
ることに関してはここでは省略している。

図表の見方 《例》

○「実績」と「名目賃金上昇率の違いを除いた場合の推計値」の差力薄
~~~¬

実質ベースの乖離を示す。

△=ス
の乖離

将来見通し 名目賃金上昇率の違い

を除いた場合の推計値

1文1表 3-2-6の 見方

○ 各制度の図の右端の棒グラフ (名 国賃金 _11昇率の違いを除いた場合の推計値)は、左端の棒グ
ラフ (平成 16年財政再計算における平成 20年度末積立金の将来見通し)について、名同賃金上

昇率を財政再計算の前提から実績の数値に置き換えて算出した場合の推計値である。

○ 中央の棒グラフ (実績)と 右端の棒グラフ (推計値)の高さの差分は、平成 20年度末積立金
についての実績と将来見通との実質ベースの乖離を示し、図表 3-2-5の 「寄与分ア～工の合計」

にほぼ 一致する。
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第 3童◆平成 16年財政再計宣結異 ルの 趾鉢

名目賃金上昇率の違い

を除いた場合の推計値

将 来 実績
見通し

絆 楽 実績
見通じ

41来  実績
見通し

厚
生
年
金
［
時

価

ベ
ー

ス
］

００

　

　

　

　

　

　

　

　

　

９３

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

８５

国
共
済

＋
地
共
済
［
時
価
ベ
ー

ス
］

国
共
済
［
時
価

べ
―

ス
］

20年濃

92

名目賃金上昇率の違い

を除いた場合の推計儘

名目賃金上昇率の違tヽ

を除いた場合の推計値

16年度  17年 度

- 101 -

16年度  17年鷹



第 3章◆平成 16年財政再計算結果との比較

度

10年度

19年艘

20年度

地

共
済
［
時

価

ベ
ー

ス
］

92

r⇔
三

名目資金上昇率の違い

を除いた場合の推8+饉

名目賃金上昇率の違い

を除いた場合の推1+値

将 来 実績
見通し

００

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

９２

　

　

　

　

　

　

　

　

８５

私
学

共
済
［
時

価

ベ
ー

ス
】 将 来 実績

見通し

16年度  17年度

- 102 -



第 3章◆平成 16年財政再計算結果との比較

国
共
済

十
地
共
済
［
簿

価

ベ
ー

ス
］

国
共
済
［
簿

価

ベ
ー

ス
］

名目賃金上昇率の違い

を除いた場合の推計値

- 103 -



第 3童◆平成 16年財政再計算結果との比較

⑥

⇒
¨

伽赳
脚皇__― ‐ 鰺

地

共

済
［
簿

価

ベ
ー

ス
］

名目賃金上昇率の違い

を除いた場合の推計値

フヽ年度

18年度

19年度

私
学

共
済
［
簿

価

ベ
ー

ス
］

20年度

91

名目資金上昇率の違い

を除いた場合の推8t値

- 104 -



厚
生
年
金
［
時

価
ベ
ー

ス
］

国
共
済

十
地
共
済
［
時
価
ベ
ー

ス
］

第 3章◆平成 16年財政再計箕結果との比較

図表 }2-7 平成 20年度末積立金の実績と平成 16年財政再計算における
将来見通しとの乖離状況の時系列

【将来見通しを基準 (=100)に して表示】

平成 20年度末における積立金の実績 (時価ベース :緑色)は、平成 16年度財政再計

算における将来見通し (青色)を下回つたが、平成 17年度から20年度までの間の名目

賃金上昇率の違いを除いた場合の推計値 (将来見通しの前提である名目賃金上昇率を実

績に置き換えた場合の推計値 :赤色)を上回つている。
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第 3章◆平成 16年財政再計算結果との比鼓

3 財政指標の実績と将来見通 しの比較

本節では、平成 20年度末の財政指標の実績が将来見通 しと乖離 した要因を分析する。

(1)年金扶養比率

平成 20年度における年金扶養比率をみると、厚生年金では、老齢・退年相当受給者

数の実績が将来見通しを 2.0%上回つたが、被保険者数の実績がそれ以上 (7.6%)将

来見通しを上回つたため、国共済+地共済では、老齢・退年相当受給者数の実績が将

来見通しを 1.4%下回つたものの、被保険者数の実績が将来見通しを下回つた害1合が

0.3%に過ぎなかったため、私学共済では、老齢・退年相当受給者数の実績が将来見通

しを 1.2%下同つたが、被保険者数の実紺iが将来見通しを上回つたため (8.9%)、 年

金扶養比率の実績は将来見通 しを上回つている。

メ1表 3-31 年金扶養比率
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1.75    1 74    0.02     09

ツ}

586   570   0.16    2.9
564    5.40   024     44
5.42    5.09   034     67
520    `1.72    048    10.2

千 人  千 人  千 人   9イ ,

3,069   3,092   A23   ど、0.7
3,0135   13,054    /ヽ 18   ∠ゝ06
2,992   3,014    A22   /へ 、0.7

2,946   2,976   A31   /)、 1,0

千人  千人  千人   %
1,540   1,555   A15   、́1.0
1,566   1,584   A19   ∠↑ゝ1.2
1,613   1,640   A27   /ヽ 1.7
1,682   1,714   、́32   ∠全、1.9

448    442
458    142
464    442
472    434

千人  千人
76     78
81     82
86     87
91     92

ん

３

・
５

・
９

・
９

¨

‘

１

３

４

８

一

千人   %
△ l A15
∠ゝ 1   ∠)ゝ 0.9

△ 1 △ 1.6
△ 1 △ 1.2
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一方、国民年金では、老齢・退年相当受給者数の実績が将来見通しを 1.4%上回つ

たが、被保険者数の実績が将来見通 しを上回つた害J合が 0.8%に過ぎなかつたため、

年金扶養比率の実績は将来見通しを下回つている。 (図表 3-3-1)

なお、厚生年金及び私学共済では、被保険者数の増加が堅調であることから、年金

扶養比率の実績と将来見通しの乖離は年々拡大する傾向にある。

(2)総合費用率、独自給付費用率

(総合費用率 )

平成 20年度における総合費用率をみると、厚生年金では、総合費用 (実質的な支

出一国庫・公経済負担)の実績が将来見通しを 0.2%上回つたのに対して、標準報

酬総額の実績が将来見通 しを 0.6%上回つたため、総合費用率の実績推計は将来見

通しを 0.5%下回つた。

一方、国共済+地共済では、総合費用の実績が将来見通 しとほぼ同程度であった

のに対して、標準報酬総額の実績が将来見通 しを 11.1%下回つたため、総合費用率

の実績は将来見通しを 12.4%上回つた。また、私学共済では、総合費用の実績が将

来見通しを 2.2%上回つたのに対して、標4L報酬総額の実績が将来見通しを 1.9%下

回つたため、総合費用率の実績は将来見通しを 4.2%上回つた。

国共済十地共済では、標準報lill総額が減少する傾向にあることから、総合費用率

の実績と将来見通しの乖離は年々拡大する傾向にある。 (ス1表 3卜 2、 図表 卜 3-3、

図表 卜34)

図表 3卜2 実質的な支出額

実質的な

支出額

厚生午金 l14共済+地共済 国共済

獅ず群鶴|ドj計算

① l②
差

①―②船詢
実績

①

再計算

②

差 1割合
①―② :①引Э②

実績 1再計算
① l②

差 1害1合
①―② l①引2つ

平成

17

18

19

20

り

`円

  りじ円  ソg円

32,3    31.7     06

330    327     03
340    33.5     05

135 1    34 7     0.4

％

っ

・
０

●

２

億 円  億 円  億 円   %
53,(384  54,041   ∠ヽ 657   ∠ヽ 1.2

54,699  55,585  ∠ヽ 886   ∠ヽ 16
56,960  57,385  ∠ヽ 425   ∠ヽ 0.7

60.145  59.800    345     06

億円  億円  億円   %
13,410  13,182    229     1 7

13,998  13,766    232     1.7

14,812  14,238    574     4.0

15,654  14,884     770     5.2

鋤帥

地共済 私学共済 国民年金

飾
①

l■l‐計算

②

差 割合

①―② l①=2つ
飾
○
:再計算

i②
差 1害1合
①二② i①卜|)C

実績 1再計算

① l②
差 1割合
①―② l①卜O②

平成

17

18

19

20

億 円  億 円  億 円   %
39,974  40,860  ∠ヽ886   ∠ヽ 2.2

40,701  41,819 ′、1,118   ∠ゝ27
42,147  43,147  A999   ∠ゝ 2.3

44.491  44,916  /含 4ゝ25   ∠ヽ 0.9

億円  億円  億 111  %
3,661   3,626      36     1.0

3,784   3,733      51     1 4

3,961   3,847    114     3.0

4,133   4,001     132     33

兆F] 兆円 兆円  %
40     4.1   ∠ゝ02   ∠ヽ 4.0
42     4.5   ∠ゝ03   ∠ゝ 5.8
42     4 7   ∠ヽ 0.5  /■ 11.0

4.2    4.9   ∠ヽ07  △ 139

厚生年金の実績推副^については、用語解説
「
厚生年金の実績推計Jの項を参1量のこと。

1国共済+地共済」の実績については、年金数理部会にて推計した。

１

２

注

注
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図表 3-3-3 国庫 。公経済負担額

暉 雛

)鰤

厚生年金 国共済十地共済 国共済

②①

実側缶十再計算 差 1害1合
①―② :①引②②

再計算
②

節
①

差 1割合
①―② :①¬eC

実績
①

再計算
②

差 1害J合
①―② :①引柵

平成

17

18

19

20

兆円  兆円  兆円   %
45    46  △01  △ 3.1
48     4 8      0 0     0 7

52    4.9    0.3    62
5.4     5 0     04     7 1

億 円  億 円  億 円   %
5,416   5,589  ∠ヽ 173   ∠ヽ 3 1

5,580   5,693  ∠ヽ 113   ∠ゝ20
6,147   5,823     324     56

6,377   6,022    355     5.9

億 円  億 円  億 円   %
1,589   1,591     ∠ゝ2   ∠ゝ01
1,622   1,632   ∠ヽ 10   ∠ヽ 0.6

1,720   1,680     40     24

1,747   1,740       7     0.4

l14庫 iクVI

剛

ナ也りt,斉 私学共済 国民年金

実績 :再計算
① :②

差 :割合
①―② l①H?Ю

実績
①
再計算
②
差 :害1合
①―② :①引②②

実績 1再計算
① :②

差 :害J合
①―② :①引②②

平 成

17

18

19

20

億 円  億 円  億 円   %
3,828   3,998  ∠ヽ 171   ∠ゝ 4.3

3,958   4,061  △ 103   ∠ヽ 2.5

4,127   4,113     284     69

1,630   4,282    348     8 1

億円  億円  億円   %
537    528      9     1 7

557    544     14    25
605    565     41     72
637    581     56    97

兆円  兆円  兆円   %
1 7     1 8   ∠ヽ0 1   ∠ヽ35
1 8     1.9   ∠ゝ 0.1   ∠ゝ58
1 8     2 0   ∠ゝ02   ∠ヽ 9.7
1.9     2 1   ∠ゝ02  ∠ゝ 11.8

注1厚生年金υ)実績推計については、サ|]語解説「「「 生年金の実績推計Jの I真を参照のこと。
注2ドj計算の数値は、り1:礎年金拠出金に係る['1庫・公経済負111について、14成 16イ |三改正後υ)り 1上げ分を反映した力日
111であり、年金数FE部会にて推計した′.

た13「 11」
'そ

済十地 lt済 |の実績については、年全数理部会にてlll計した。        ・

工

隊1表 3卜4 総合費りll率、利1向 給付費用率、基礎年金費ナIJ率

項 目  1年 度
厚ノL午金 IJ共済 1地りt済 目共済

:鮒確 |1与計算
0)|(D '1 11「

1合

(D② (0042
実績 1再計算
①  l②

差 1 害1合
①―② (00ソ②

実績 1再計算
〇 :② 差Ю

∵「J合
(①
―②)/1,

|｀
†え

''え117
総合費用率 1 18
(X/W X 100)1 19

1  20

(/)

18.7

186
186
ltJ 0

(/)   (/)   (/

8,4   0.3   1f
8.7 ∠ヽ01 ∠■0.「
88  ∠ゝ 02  /'、 1[
9.1 /ヽ 01 ど、Of

%)   ツ)   ツ)   ツ
6.4     16 1      02      1.′

7 0     16.4      0.6      3 1

7.9     16.7      1 2      7(

9.4     17.2      2 1     12.′

(/)   
γ)   ツ,   (/)

16 7     11D5      0.3      1 7

176    170     0.6     :3.4
187   17.=1    14    81
199    179    21    11.6

淵蝋)II
138
13.5

134
1136

35   03   2.(
3.8 /ヽ 03 だ、21
10 /笙0.6 /ヽ 4.1
12 と、06 /↑、̀4`

29    12.8    01     1
13.6     13′ 2      0 4      3

43    13.5     0.8     5
5.6    140    1.6    11.

12 9     126      0 3      2 4

13 7     13 2      06      4 4

11 7     13.6      1 2      8.6

15.8     11.0      1 9     113 3

鰤 )II
49    49    0 0    0.1

5.1     1 9    0.2    1.J

5.2   1.8   0.,1   7.F

5.4     1 9    0.5   11.1

34   3.3   0.1   2
3.4     3.3    0.2    1.
3 6      3 2      0.′ 1     12

3.8    3.I,    0.5    15.

39      39    /へ 0ゝ.0    ∠106
3 8      3 8      00      o.2

4 0      3.8      0 2      6.0

4.1     3.9    0.2    53
卜γ力支

1   17

総合費用 1 18
は)119

1  20

兆ll] ツヒ「I〕  り
`F!   

γ‐

278  27 1   07   2.[
282  279   03   1.1
28.8   28.6   0.2   0.C

29,7  29,7   0.0   0.2

億円  億 1] 億 円   %
47,968  48,452   ∠ヽ 484    ∠)、 1(
49,119  49,892   ∠ゝ 773   △ 1.(
50,813  51,562   ∠ヽ 719   △ 1[
53,768  5:〕 ,778    A10   AO.(

億円  億「=] 億円   γ)
11,822   11,591     231      2.0

12,1376   12,134     242      2.0

113,092   12,558     534     4.3

13,907   13,144     763      5.8独
lll付
 | ||

20.5   19.8   0.7   3.I

205  206 ∠ゝ01 /ヽ 0.1
20.8  21.3 ∠10.5 ∠2、 2.〈
21.2  22.O AO.8 A:3.〔

37,962  138,478   ∠ゝ 516   /)、 1

39,252  40,004   A752   ∠ヽ 1
40,585   41,729 ∠ヽ 1,144    ∠ヽ2

43,302  43,588   A286   A0

9,094    8,853     241      2.7

9,669   9,{395     274      29

10,382   9,810     .172     1.8

11,053   10,287     766      7.4

基

翻

i全

 | ||

7.3  72  0.1  1.[
77   7.13   0.4   6.(

8.0    7 3    0.7    9.イ

85   76   09  11.[

10,006   9,975      31      0

9,867   9,888    ど、21   A0
10,228   9,832     395     4
10,466  10,190     276     2

2,728    2,738    /ヽ 10    Ao.4

2,707   2,739    A32    ∧ 1.2
2,310   2,748      62     2.3
2,854    2,857     /ヽ 4    AO.1

夕I鸞 酬

 | ||

148.7

151.6

154.8

156,0

46.9   1.8   1.

492   24   1.
520   2.8   1
55.0   1.0   0

293,270 300,427 ∠ヽ 7,156   A2.“
289,166 304,110A14,944   /ヽ 、4.t
283,825 308,176△ 24,351   A7.1
277,732 312,294∠ 3ヽ4,563  /ヽ 11 1

70,654   70,460     194      03

70,337  71,(318   /ヽ980   Al.4
69,827  72,356 /↑ 、2,529    ∠ヽ 3.5

69,815  73,615 /ヽ 3,799   ∠ヽ 5.2
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第 3章◆平成 16年財政再計算結果との比較

項目  1年 度
地共済 私学共済

難
①

再計算
②

差  1 割合
①―②  :(①―②)/② 節①

再計算
②

差  1 割合
①―②  :(①―②ソ

成

１７

‐８

‐９

Ю

平

総合費用率

(X/W× 100)

%
16.2

168
176
19.2

%    %     %
6.0           0 2           1 3

62       06        35
65       11       66
70         2 1        126

%%%%
11 8          11 6           0 2           2 1

120       117        o3        25
124      119       0.5       43
12.7         12.2          0.5          42

淵氏)II
130
13.5

142
155

29       01       07
3.1           0 4           2.8

3 5          06          4 6

4.0          1 6         11.2

82       81       01       12
85       83       01       15
8.6       85       01       1.7
8.8          8 8          00          o 5

鰤 )II
33       31       01       39
13 3          3.1          0.2          6.6

3 5           3 0          0 5          15.4

3.7          3 1          0.6         19.2

3.6       34       0.1       4.1
3.6       34        02        50
3 7          3 1          o.4         10.8

3.9          3.4          0 5         13.6

111'戒

1 17
総 合費用 1 18
(× ) 1 19
1  20

億 円   億 円   億 ド]    %
36,147     36,861      △715      、́19
36,743      37,758     ∠へ、1,015       ∠ヽ27
37,720      39,003     ∠ヽ 1,283       ど、3.3

39,861      40,634      /ヽ、773      /ヽ 1.9

億 円   億 円   億 円    %
3,125       3,098         27         0.9

3,226       13,189          37         1 2

3,356       3,282          74         22

3,197       3,420          76         2.2

列11キ
ll小

| |  ||
28,868      29,625      A757       A26
29,583     130,610    ∠

'、

1,027      ∠ヽ 3.4

30,303      131,919     /↑、1,616       ∠へ、6.1

32,248      3:',1301     /へ 、1,OrD3       /ヽ 、3.2

2,181      2,181         l       o0
2,271       2,268           3         02

2,343       2,350        ∠ヽ 7       ∠ゝ 0.3

2,422      2.457       /へ 35      Al.4

基
蔦lli金  | ||

7,278       7,237         42         0.6
7,160       7,149         11         0.2

7,417       7,084        333         4.7

7,613       7,333        280         38

94:3        917          26         2.9

955        921         34        37
1,013        933         80        8.6
1,074        963         111        11.5

標

鸞

酬

 | ||

222,616    229,967    ∠ヽ 7,1351       /へ 3.2
218,829     232,792    /↑ 、11),963       /ヽ、6.0

213,998     235,820    A21,822       A9.3

207,916     238,680    A30,763      /ヽ 12.9

26,495      26,807      A1312       Al.2

26,827     27,181      r、 354       △ 1.3
27,109     27,645      ど、536      ど、1.9
27,462      27,984      /↑ 5ゝ22       /ヽ、1.9

7111 厚生午金の実績推計については、用語解説「ル「 生年金
の実績推計jの I質を参照のこと。

7L2 基礎 4‐

「
金費用の実績値の算出にメ11い る基礎年金拠出金は決算ベースσ)値である。

注 3 ,j計算の数値は、基礎年金拠出金に係る卜1川i・ 公経済負夕1について、14成 16年改正後σ)引 Lげ分を反映した加
111両であり、年金数理部会にて推計した。

河14 総合費丼lと は I実質的な支出‐ll l庫 。公経済負担J′)こ とで、総合費用率の算出に使用]される。
715 独自給付費用とは 1実質的な支lll lll庫・公経済負担 基礎年金拠 ||1金 (国庫・公経済負lll分を除く)|のこと
で、利1自給付費用率′)算‖1に使用される。

注6 基礎年金費月1と は 1基礎午金拠||1金 (同庫 。公経済負和1分を除く)υ )こ とで、 Jlt‐礎年金費用率の算は1に使用さ
オじる。

注 7  1国 共済 1地共済 1の実績については、年金数理部会にて推計した。

(独自給付費用率と基礎年金費用率 )

総合費用率を独自給付費用率と基礎年金費用率に分けて、それぞれの実績と将来

見通 しを比較すると、

○ 厚生年金では、独自給付費用率の実績が将来見通 しを下回る傾向にあるのに対
して、基礎年金費用率の実績は将来見通 しを L巨lる傾向がみられること

○ 国共済十地共済では、独自給付費用率及び星礎年金費用率の実績は将来見通 し

を上回る傾向がみられること
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○ 私学共済では、独自給付費用率の実績が将来見通 しとほぼ同程度であるのに対
して、基礎年金費用率の実績は将来見通 しを上回る傾向がみられること。

となっている。 (図表 3-卜 4)

厚生年金及び私学共済では、基礎年金費用の実績が将来見通しを上回つた影響で

共礎年金費用率が大きく乖離しているが、これは共礎年金拠出金の単価が将来見通

しを 5.3%上回つたことに加え、基礎年金拠出金の算定対象者の実績が将来見通し

を上回つていることによるものである。 (図表 3-3-5、 図表 3-36、 図表 33-7)

図表 3-3-5 基礎年金拠出金単価

″
ｘ

基礎11金給付費と基礎イト金根1当給付費の合計 特別|]庫負担l額

鮒
①

再 |:「算

(2)

差  :  割合
①―② l(①一②)/②

節
①

「薦十算

②

差  1 割合
①―②  :(①―(0)/②

平成

17

18

19

20

りじ門    り
`円

    兆 lll    〔/)

16.9         16.8          0.1          0 5

17 5        17 4         0 1         04

1ド 2         17 9          0 3          1 4

18.9         18 6          0.3          1.6

メじ円    り
`円

    りじ円     9イ )

0 5          0.5       ∠ゝ 0.0      ∠ゝ  3.4

0.5       05     △ 00     △ 76

0.5          0 5       ∠ゝ 00      ∠ゝ 95

0.5          0.5       ∠↑、 00       ど、 92

”
ｘ

り1:礎年金拠lll金算定対象者数(金制度計) 基礎年金拠出金嗜t価

実績  | 11「 計算

(1) |  _21 '1  1 
害1合

(])②  (⊂)― _JD)/②
実績  l lli計 算
①  :  ② 'た

  : 割合
①―_2D (①―②)/②

｀
14リウ支

17

18

19

20

:7万 人   rf万 人   百万人     (/,

59.6        58.13         1.3         2.2

57.5       59 1       △ 1 6     A 2.7

57.3       593      ∠へ20     /全  ゝ34

56.7        586       /ヽ 、1 9      A 3.2

1lJ        ll]       「:|       (/)

22,986      213,i351     ∠ヽ  36rD      ∠、 1.6

24,626      2:;,804         822         35

25,7131      21,427       1130.1        53

27,057      25,700       1,I〕 57         5.3

711メIt礎午金拠出金llt価は、りit礎年金給付費と基礎年金相当給付費σ)合計から特別111lllll負担 (P1801'1庫が負111す
るイリ|!Jザ tυ )2を参Л麒)を控除した額を基礎年金拠出金対象者数で除して得た額であり、名日額でル)るで,
注2実績は確定111ベースであるで、

項 目 11度 差 1割 合
(レ

1ヽ4成

17

千人

1,519

1,455

1,4134

1,.121

百万人 百万人
11.7   12.7

11.0   13.5

104   14.1
100     139

千人  千人 %
0.8

∠↑、2 6

/ヽ、2.9

/ヽ 2.7

差 1割合
① ―② iC,90

roltiftfi.',Ei l8
rflttifli;ti 1e

I| ,)n
t *v

百万人   ツ,
/'、 1.O  A 7.6

A2.5  A18.8
/全 3ゝ.7  A26.2

A3.9  /ヽ 279
7111

71_2

7113

1  20

IJ民年金の拠出金算定対象者は、
1国共済 1地共済 |の実績については
実績は確定値ベースである.

者 (任意加入被保険者を含む)に係る分である(

午金数11部会にて推計した。

隊1表 3-36 拠出金算定対象者数
厚生イ11金 回共済 1地共済

実績 1再計算 差 1割合
① ② 1000

実績 :再計算 差 1割合
① ② 10_211

実績 IF澪「算

百万人 百 万人 iT万 人   ツ)
41.8    39.6     2.1     5.4

106    139.6     1.0     2.5

41.1     139 3      1.3      1.6

41.0     38.8      2.2      5 6

千人  千人  千人
.616   5.490    1255,616   5,490    125     2.3

5,371   5,(395    ∠↑、24   AO.4
5,270   5,285   /全、15   /ヽ 0.3

5,169   5,206   、́37   、́0.7

実績 1再計算

千人  千 人  千人   ツ)
4,097   1〕 ,983     113     2.8
3,916   3,900      15     0.4

3,836   3,808      28     0.7

3,748   3,746

・人  千人  千人
523    505     18     13.6

516    503     13     2.6
519    502     17     34
522    492     130    6.0
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第 3章◆平成 16年財政再計算結果との比較

図表 }}7 基礎年金拠出金 (特別国庫負担分を除く)

基礎年金

拠出金

厚生年金 国共済 +地共済 国共済

実績 :再計算
① l ②

差  1 割合
①―② :③-0/②

難
①
再計算

②

差

①・②

割合

①―②/②
難
①
再計算

②

差  1 割合
①―② l①-0/②

平成

17

18

19

20

じ円  兆円  兆円    %
[15    11.1     04    3.7
12.0    113     07     61

12 7     11.5       1 2     10.2

t3 3     12.0      1 3     11 1

億 円

5,490

5,871

6,271

6,783

億 円  億 円   %
5,385     105     07

5,410     461     30

5,492     780      50

6,056     728      4.5

億 円  億 円  億 円   %
4,190   4,223    ∠ヽ 32   Zゝ 0.8

4,300   4,269      31      07

4,428   4,329      98     23

4,613   4,502     111      2.5

基礎年金

拠出金

地共済 私学共済 国民年金

実績 i再吉1算
①  l ②

差  : 害1合
①―② :(Э―②/②

難
①
再計算

②

差  : 害1合
①―② :③卜②/②

難
①
再計算

②

差 :害J合
①―② :①―②/②

平成

17

18

19

20

億 円

11,300   1

11,571   1

11,844  1

12.170  1

憶絆」 億 円   %
,162     138     1 2

,141     430     39

,163     681      6 1

,554     617      53

円

４３

２４

０２

飩

億

，
４

，
５

，
６

・
６

億円  億円   %
1,414      28     20

1,436      88      6 1

1,470     132      90

1,518     176    116

兆円  兆円  兆円   %
3.2      35    ∠ヽ03   ∠ヽ 9.1

3 2      3.9    ∠ヽ 06   ∠ヽ 160
3.2     41   ∠X09  ∠ゝ 22.3
32     4.3   △ 1.0  ∠ゝ241

注1「国共済十地共済」の実糸責については、年金数理許
`会

にて推計した。

注2実績は確定値ベースである。

(3)保険料比率

r`成 20イ F度における保険料比率 (総合費用の うち保険料収入で賄える害1合)をみる

と、厚生年金では、総合費用及び保険料収入ともに実績が1子来見通しと同程度である

ため、保険料比率の実績も将来見通しと同程度 (△0.3%)と なっているが、l lNl共済+

地共済では、総合費用の実績は将来見通しとほぼ同程度であるものの、保険料収入の

実績が将来見通しを大 lllll・iに下LHlつ ているため、私学共済では、総合費月1の実績が将来

見通しを上巨|っ たことに加え、保険料収人の実績が将来見通 しを下LIIつ たため、IJ民

年金では、総合費用の実績が将来見通しを大中11に下陣|つ たものの、保険料収入の実績

がそれ以上に将来見通 しを下「Jつ たため、それぞれ保険料比率の実績が将来見通 しを

11.3%、 3.0%、 15.8%下回つている。

厚 4三年金以外の術J度では、保険料収人の実績が将来見通 しを下回る害J合が年々拡大

してお り、その影響で保険料比率の実績が将来見通 しと乖離することとなっている。

(|ス|,表 3-3-8)

-114-




